2016年3月1日

毎日新聞　介護家族取材班御中
特定非営利活動法人DPI（障害者インターナショナル）日本会議

議長　平野みどり

「愛した44年母絶望」についての見解と要望

　私たちＤＰＩ（障害者インターナショナル）日本会議は、国連ＮＧＯであるＤＰＩの国内組織として、障害者の自立生活の実現と人権確立を目指して、障害種別を超えた活動を展開しています。障害者権利条約の国内実施や障害者差別解消法の普及啓発に取り組み、障害者の地域生活支援の充実を求めて提言や要望活動等も長年にわたって行って参りました。
　去る2月22日の貴社の『愛した44年　母絶望』という記事は、内容と姿勢に大きな驚きと怒りを覚えざるを得ませんでした。私たちは、次のような問題点があると考えます。

1 殺された障害者側の取材がない。

記事は、母側の視点に立って母への同情に重きをおいて書かれています。殺された障害者側の視点からは全く書かれていません。1970年代にも親による障害者殺しが頻発し、母親に対する減刑嘆願運動が起こりました。このときに青い芝の会などの障害者団体は「障害者は殺されても良い存在なのか」と反対運動を展開しました。障害があっても尊厳ある人として等しく平等な存在です。今回の記事は障害者の声や現状を踏まえない一方的な内容であり、障害者は存在しない方が良い生命、殺されても仕方がないと捉えられる視点のこの記事は、大きな問題があり、障害者に対する差別と偏見を助長している独断と差別に満ちた記事であると考えます。
2 地域生活を支える介助サービスや取り組みいついて触れられていない。施設整備が必要とする誤った視点のコメント
　2014年に我が国も障害者権利条約を批准しました。この条約は障害者の尊厳と権利を保障するためのものです。社会的障壁によって障害はつくりだされるという社会モデルの理念に立ち、第10条生命の権利では全ての人間が生命に対する固有の権利を有し、差別や権利侵害をしてはならない、第19条自立した生活及び地域社会へのインクルージョンでは、障害のあるすべての人が、他の者と平等の選択の自由をもって地域社会で生活する平等の権利を認めるとされています。
今回の記事では地域生活を支える介助サービスや相談支援については何も触れられていません。障害者総合支援法では居宅介護や重度訪問介護など在宅の介助サービスがあり、家族と同居していても一定量の介助サービスを受けることが出来ます。それを使えば、今回のような悲劇は防ぐことができたでしょう。また、そうしたサービス利用とつなげ地域での暮らしを成り立つようにするために相談支援があるはずです。しかし、記事ではすでにあるこのような仕組みについて全く触れられていません。
もし家族が、最新の在宅介助サービスの仕組みを知らないとか、家族以外からのサービスを望まなかったとしても、高齢家族による介助という危機的状況を緩和し、回避することは可能なのだということを、どうして相談員などが介在してきちんと伝え、サービス利用を実現できていなかったのかということこそが問題です。
さらに、川崎医療福祉大の岡田喜篤前学長の「家族の状況次第では、専門家が助言して施設などが介護を担う仕組みづくりを急がないと、悲劇は繰り返されるだろう」というコメントが掲載されました。悲劇を繰り返されないためには施設整備が必要だというこのコメントは時代に逆行し、全く不適切です。条約19条では「 障害のある人が、他の者との平等を基礎として、居住地及びどこで誰と生活するかを選択する機会を有すること、並びに特定の生活様式で生活するよう義務づけられないこと」と明記されています。入所施設は障害者を地域から隔離し、人権を奪ってきました。長年、障害当事者はこの問題と闘い、地域生活の実践と公的な介助サービスづくりに取り組んできたのです。国も2002年の新障害者基本計画で「施設からの地域移行」を掲げ施策を展開してきました。ところが、この記事では「施設からの地域移行」を着実に進め、加速化させていく視点とは逆に、「施設整備が重要」という全く時代に逆行した視点でまとめられています。
そして、今回の記事からは、障害者施策の現状や障害者を無視して、障害者の地域生活は、家族の負担であるから本人の意向とは関係なく、施設をもって建築して、施設で生活するべき存在であるとする内容であり、障害者権利条約や障害者基本法を尊重しないばかりか、障害者の人権を侵害しているペンによる障害者虐待であり暴力であるとの思いを禁じ得ません。
　以上のように大きな問題のある記事が毎日新聞で報じられたことは、影響の大きさは計り知れあせん。施設を作るまでは障害者は殺されても仕方がないという偏見さえも植え付ける記事だと考えます。
　以上の見解をふまえて、以下、要望します。

記

1． 標記の記事のねらい、作成の責任体制、取材の経過等を明らかにして下さい。

2． 私たちからの問題指摘、障害者権利条約、障害者差別解消法および障害福祉計画についての貴社の見解とこの記事の内容との関係および貴社の姿勢を明らかにして下さい。

3． 障害者の人権と尊厳を尊重し、障害者の生活の現状把握に努め、地域移行を押し進めていく視点からの取材を行って下さい。特に、家族に依存せずに地域での自立生活を支援している自立生活センター等の活動を積極的に取り上げて下さい。

4． 誤った障害者イメージを払拭するために、社員・関係スタッフ等への障害者の人権に関する教育を行って下さい。

5． 以上の点について、私たちと話し合いの場を早急に持って下さい。

以上

